
 

  

平成平成平成平成    １８１８１８１８    年年年年    ３３３３    月期月期月期月期        個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要      平成１７年１１月１１日 
上 場 会 社 名        ハリマ化成株式会社                      上場取引所 東 大 
コ ー ド 番 号        ４４１０                                    本社所在都道府県 兵庫県 
（ＵＲＬ  http://www.harima.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 長谷川 吉弘 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長  氏名 金城 照夫   ＴＥＬ０６（６２０１）２４６１ 
決算取締役会開催日 平成１７年１１月１１日            中間配当制度の有無             有 
中間配当支払開始日 平成１７年１２月 ９日            単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． １７年９月中間期の業績(平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日) 
(1) 経営成績              （記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

12,796    6.0 
12,069    6.0 

478 △22.7 
618  △6.9 

            1,073  21.7 
              881   7.1 

17 年 3 月期 24,924        1,301        1,954        
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

        △2,989  － 
460  △7.4 

△115    04 
17    73 

17 年 3 月期 1,281        48    33 

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 17 年 9 月中間期 25,984,509 株 16 年 9 月中間期 25,994,034 株 17 年 3 月期 25,991,513 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金  

 円   銭 円   銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

6   00 
6   00 

――――― 
――――― 

 

17 年 3 月期 ―――――            12   00   
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

39,513 
42,308 

24,969 
27,405 

63.2 
64.8 

961    01 
1,054    36 

17 年 3 月期 42,485 28,301 66.6 1,088    14 
(注)①期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 25,982,156 株 16 年 9 月中間期 25,992,392 株 17 年 3 月期 25,986,374 株 

②期末自己株式数  17 年 9 月中間期     98,240 株 16 年 9 月中間期    88,004 株 17 年 3 月期     94,022 株 
 
２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期 26,300 1,750 △2,600 6 00 12 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) △101 円 03 銭 
※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな要因 
によって異なる結果となる可能性があります。上記の予想に関連する事項については、添付資料の６ペ 
ージの「３．経営成績及び財政状態 １．経営成績 （２）通期の業績の見通し」をご参照下さい。 



10．個 別 中 間 財 務 諸 表 等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10-１．中 間 貸 借 対 照 表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

単位：百万円（未満切捨て)
期　　別

　科　　目

％ ％ ％

有 形 固 定 資 産

815 1,579 1,159

建 物

土 地

機 械 装 置

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

（資  産  の  部）

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

そ の 他

受 取 手 形

繰 延 税 金 資 産

た な 卸 資 産

売 掛 金

有 価 証 券

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

そ の 他

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

平成17年9月30日現在 平成16年9月30日現在 平成17年3月31日現在

構成比 金　　額 構成比金　　額 構成比 金　　額

1,504

△22

16,651

2,654

1,660

1,754

3,121

162

42.1

11,280

259

1,800

1,685

5,780

39,513

1,511

1,803

148

126

△3

13,544

1,359

1,883

1,883

11,321

22,861

△6,483

7,708

5,898

1,957

11,621

2,013

2,617

1,497

1,541

169

98

△32

13,832

1,861

1,809

6,101

2,063

11,836

108

△2,835

16,707

28,65357.9

28.7

100.0

0.3

40.2

0.7 114

1,246

△2,890

32.6

27.9

0.2

9,2438,788

32.0

27.5

1,219

7,0928,469 7,885

7,922 8,303 7,921

― 210 53

28.5

100.0

67.4

39.317,027

28,764 68.0

100.042,308 42,485

－25－



単位：百万円（未満切捨て)
期　　別

　科　　目

％ ％ ％

291 83

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計 24.7 9,7449,744

9,744

501 501

9,74423.0 22.9

9,744

△0.1

資 本 合 計 24,969 63.2 27,405 64.8 28,301 66.6

△37

1.9 1,049

自 己 株 式 △40 △0.1 △33

2.5

利 益 剰 余 金 合 計 4,361

その他有価証券評価差額金 890 2.3 813

7,53111.0 6,867

任 意 積 立 金 6,530 5,606

17.7

中間（当期）未処分利益
又は中間未処理損失（△） △2,670 759 1,423

利 益 準 備 金 501

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

（資　本　の　部）

資 本 金 10,012

固 定 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金

関係会社事業損失引当金

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

負 債 及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

構成比

5,701

3,647

231

4,874

4,058

223

平成16年9月30日現在

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

2,589

228

691

（負　債  の  部）

買 掛 金

流 動 負 債

未 払 法 人 税 等

前事業年度末

平成17年3月31日現在

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

当中間会計期間末

平成17年9月30日現在

前中間会計期間末

10,895

3,648

14,544

139

39,513

5,028

4,058

326

1,138

10,550

3,147

1,315

268

645

4,352

14,903

199

1,204

10,360

2,868

672

3,823

24.4

9.2

36.8

10.3

35.2

9.0

33.4

27.6

14,183

24.9

100.042,485

10,012 23.6

9,744

5,606

100.0 100.042,308

10,012 23.7

16.2

△0.0

25.3

－26－



中 間 貸 借 対 照 表 注 記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

百万円 百万円 百万円

当社は、資金調達の効率化および安定化をはかるために特定融資枠（コミットメントライン）契約を締
結しております。この契約に基づく中間会計期間末（前期末）の借入未実行残高は次の通りであります。

百万円 百万円 百万円
特定融資枠の総額
期末借入実行残高
期末未使用枠残高

(18) (10) (18)（うち他者による再保証高）

5,000
―

5,000

5,000
―

5,000

5,000
―

5,000

5.

当 中 間 期 前 中 間 期 前　　期

1,6101,4443. 1,575保 証 債 務 高

2.

1. 有形固定資産減価償却累計額

担 保 提 供 資 産 1,3541,291

前　　期

18,703

前 中 間 期

18,745 18,349

1,437

当 中 間 期

4. 売掛金の債権流動化による譲渡高 ― 1,301 2,814

（ う ち 譲 渡 残 高 ） （―） (795) (606)

－27－



10-２．中 間 損 益 計 算 書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

単位：百万円（未満切捨て)
期　　別

　科　　目

％ ％ ％

0.2

2.2

1.0

1.1

0.13.6

76.7

23.3

18.1

5.2

76.4

23.6

18.5

5.1

6.4

7.3

0.2

2.7

0.5

3.0

0.4

7.8

0.7

2.5

2,080

547

6.1

32.6

△18.1

1.6

38134

1,281

155

80

298

29

251

164

1,423

78.7

21.3

17.5

3.8

5.0

0.4

8.4

762

759

773

298

14

―

21

64

881

25

―

9,216

2,853

2,234

618

104

223

327

43

4,170

△2,321

△2,670

208

459

△2,989

318

11

49

1,073

776

126

518

644

38

10,075

2,720

2,242

478

100.0 100.0 100.012,796 12,069 24,924

至平成16年9月30日

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

金　　額 金　　額百分比 百分比

至平成17年9月30日

金　　額 百分比

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自平成17年4月 1日 自平成16年4月 1日

中間（当期）未処分利益
又は中間未処理損失（△）

特 別 損 失

そ の 他

計

経 常 利 益

支 払 利 息

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

税引前中間（当期）純利益
又は税引前中間純損失（△）

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

特 別 利 益

中 間 配 当 額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

計

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

△23.3 5.1中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）

前 期 繰 越 利 益

460

298

8.3

3.8

19,117

5,807

4,505

1,301

279

483

109

1,954

(　  　　　) (　　　　　) (　　　　　)

－28－



中 間 損 益 計 算 書 注 記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

百万円 百万円 百万円

特別利益及び特別損失の主な内訳

（※）貸倒引当金繰入額は、関係会社の貸付金に対するものであります。当中間期における関係会社で
の固定資産の減損損失の計上に伴う当該関係会社の財政状態の悪化に対応した貸倒引当金繰入額
（3,594百万円）を含んでおります。

減損損失
当中間期において、以下の資産グループ及び資産について減損損失を計上しております。

　当社は、原則として事業資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分に基づき、
遊休資産については個々の資産を１つの単位として、資産のグルーピングを行っております。
　上記遊休不動産については将来における具体的な使用計画がない資産であり、地価が著しく下落して
いるため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しており
ます。なお、当該遊休不動産の回収可能価額は、主に路線価を基にした正味売却価額により評価してお
ります。

81 百万円

主な用途 減損損失

237 百万円遊休不動産

種類

土地（１件）

遊休不動産 土地（９件）

3.

場所

埼玉県草加市

兵庫県加古川市他

112

28―

─

─

37
―
―

93
─
─減 損 損 失

3,638
92
319

貸倒引当金繰入額（※）

関係会社株式評価損

特別利益

前　　期

無 形 固 定 資 産
873
16

前 中 間 期

26
417
7

1.
有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 実 施 額

当 中 間 期

395

2.

―─

特別損失

771投資有価証券売却益

退職給付引当金戻入益

関係会社事業損失引当金戻入益

―

関係会社事業損失引当金繰入額

固 定 資 産 除 却 損
29
74

41
─

―
―

－29－



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 ・・・・・ 移動平均法による原価法
有価証券
子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・ 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの ・・・・・・ 中間決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移
　動平均法により算定）

時価のないもの ・・・・・・ 移動平均法による原価法
デリバティブ ・・・・・ 時価法

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 ・・・・・・定率法。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しております。
建物………５～５０年
機械装置…４～１７年

無形固定資産 ・・・・・・定額法。なお、自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

引当金の計上基準
貸倒引当金 ・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

退職給付引当金 ・・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産見込額に基づき、当中間会計期間末に発生していると認められる額を計上
しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（１４年）による定率法により、それぞれ発生の翌期から費
用処理することとしております。

･･ 関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して、
当社が負担することとなる損失見込額のうち、当該関係会社に対して計上し
ている貸倒引当金を超過する金額について計上しております。

役員退職慰労引当金 ・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上
しております。

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は､中間期末日の直物為替相場により､円貨に換算し､換算差額は損益として処理しておりま
す｡

リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては特例処理の条件を充たしている場
　　　合には特例処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段………為替予約、金利スワップ
　　　ヘッジ対象………投資有価証券、外貨建債権および外貨建予定取引、借入金
③ヘッジ方針
　　　内規に基づき、外貨建債権および外貨建予定取引の為替リスクを回避する目的で行っております。また、
　　　金利変動リスクの低減のために、対象負債の範囲内でヘッジを行うこととしております。
④ヘッジ有効性評価の方法
　　　ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変
　　　動の累計とヘッジ手段の相場変動又は、キャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を
　　　基礎にして判断することとしております。

関係会社事業損失引当金

(1)

3.

1.

2.

(1)
(2)

(3)

(2)

6.

(4)

(1)

(3)

4.

5.

(2)

－30－



消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計処理方法の変更）
　当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（企業会計

基準適用指針第6号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより減損損失319百万円を特別損失に

計上しております。なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。

10-３．有 価 証 券 関 係　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　

当中間会計期間、前事業年度及び前中間会計期間のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価の
あるものはありません。

7.

－31－



平成１8年３月期　　中間決算短信（連結）平成１8年３月期　　中間決算短信（連結）平成１8年３月期　　中間決算短信（連結）平成１8年３月期　　中間決算短信（連結）
別紙ご参考資料別紙ご参考資料別紙ご参考資料別紙ご参考資料

１．設備投資額

上期（実績） 通期（実績） 上期（実績） 通期（計画）

連結 8.7億円 18.8億円 7.6億円 20.0億円
個別 4.3億円 11.0億円 4.3億円 15.0億円

２．減価償却実施額

上期（実績） 通期（実績） 上期（実績） 通期（計画）

連結 6.1億円 12.8億円 6.1億円 13.0億円
個別 4.2億円 8.9億円 4.2億円 10.0億円

３．営業利益

上期（実績） 通期（実績） 上期（実績） 通期（計画）

連結 7.3億円 13.3億円 4.9億円 11.0億円
個別 6.1億円 13.0億円 4.7億円 9.5億円

４．セグメント別売上高

上期（実績） 通期（実績） 上期（実績） 通期（計画）

樹脂化成品 76.9億円 158.7億円 82.6億円 170.0億円
製紙用薬品 44.8億円 91.6億円 49.5億円 102.0億円
電子材料 13.9億円 28.9億円 19.0億円 42.4億円

観光 5.9億円 11.0億円 5.4億円 10.6億円
その他 4.7億円 10.0億円 2.4億円 5.0億円
合計 146.4億円 300.4億円 159.0億円 330.0億円

１７/３期 １８/３期

平成17年11月11日
ハリマ化成（株）

１７/３期 １８/３期

１８/３期１７/３期

１７/３期 １８/３期


